
12

日
本
国
内
で
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
９
割
以
上
を
海

外
に
依
存
し
、
海
外
か
ら
輸
入
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
主

に
石
炭
、
石
油
、
天
然
ガ
ス
な
ど
の
化
石
燃
料
）
を

効
率
的
に
供
給
す
る
た
め
に
、
一
極
集
中
型
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
が
構
築
さ
れ
て
き
た
。
そ
の
た
め
、

国
産
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
国
内
の
各
地
域
に
資
源
が

分
散
し
て
い
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
太
陽
光
、
風
力
、

地
熱
、
水
力
、
バ
イ
オ
マ
ス
な
ど
）
の
技
術
開
発
が
、

１
９
７
０
年
代
の
石
油
シ
ョ
ッ
ク
以
降
進
め
ら
れ
た

が
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
（
原
子
力
は
含
め
な
い
）
は

い
ま
だ
１
割
以
下
で
あ
る
。
日
本
国
内
で
の
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
（
大
規
模
水
力
を
含
む
）
の
割
合
は
１
９
９
０

年
代
以
降
、
２
０
１
０
年
ご
ろ
ま
で
は
全
発
電
量
（
自

家
発
電
を
含
む
）
の
約
10
％
の
レ
ベ
ル
で
推
移
し
て
き

た
が
、
２
０
１
１
年
３
月
の
東
京
電
力
福
島
第
一
原
発

事
故
を
踏
ま
え
て
２
０
１
２
年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
固

定
価
格
買
取
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
制
度
に
よ
り
太
陽
光
発
電
を

中
心
に
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
発
電
設
備
の
導
入
が

進
ん
だ
結
果
、
２
０
１
８
年
度
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

割
合
は
約
17
％
ま
で
増
加
し
た
（
図
1
）。
一
方
、
原

子
力
発
電
の
割
合
は
２
０
１
４
年
度
に
は
ゼ
ロ
と
な

り
、
再
稼
働
が
西
日
本
で
あ
る
程
度
進
ん
だ
も
の
の

２
０
１
８
年
度
も
６
％
程
度
に
留
ま
る
。
化
石
燃
料
を

使
う
火
力
発
電
に
よ
る
発
電
量
の
割
合
は
、い
っ
た
ん
、

２
０
１
２
年
度
以
降
に
90
％
を
超
え
た
が
、
２
０
１
３

年
度
以
降
、
日
本
全
体
の
発
電
量
の
減
少
と
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
の
増
加
に
よ
り
、
火
力
発
電
の
発
電
量
は
減
少

傾
向
に
あ
り
、
Ｃ
Ｏ

２
の
排
出
量
も
２
０
１
４
年
度
以

降
は
減
少
し
て
い
る
。
２
０
１
３
年
度
以
降
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ

は
あ
る
程
度
上
昇
し
て
お
り
、
経
済
成
長
に
対
し
て
日

本
全
体
の
Ｃ
Ｏ

２
排
出
量
や
発
電
量
な
ど
が
減
少
す
る

デ
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
が
日
本
で
も
少
し
ず
つ
進
み
始
め
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
課
題

エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
基
本
法
（
２
０
０
２
年
公
布
）
に

基
づ
き
政
府
が
ほ
ぼ
３
年
ご
と
に
策
定
す
る
第
５
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
が
２
０
１
８
年
７
月
に
閣
議
決
定

さ
れ
た
。
３
・
11
後
に
政
権
交
代
な
ど
の
紆う

余よ

曲
折
を

経
て
策
定
さ
れ
た
前
の
第
４
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画

（
２
０
１
４
年
）
か
ら
見
直
し
の
時
期
を
迎
え
、
経
済

産
業
省
の
審
議
会
に
お
い
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。
そ
の

結
果
を
踏
ま
え
て
中
長
期
的
な
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政

策
の
方
向
性
を
定
め
た
基
本
計
画
で
あ
り
、
気
候
変
動

問
題
に
関
す
る
「
パ
リ
協
定
」
を
踏
ま
え
て
２
０
５
０

年
ま
で
の
長
期
の
計
画
を
視
野
に
入
れ
た
こ
と
が
特
徴

と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
中
で
、
２
０
３
０
年
ま
で
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
政
策
に
つ
い
て
は
、
２
０
１
５
年
に
決
定
さ

れ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
（
電
源
構
成
の
目
標
）
を

そ
の
ま
ま
変
え
ず
に
踏
襲
し
、そ
の
実
現
の
た
め
に「
可

能
な
限
り
原
発
依
存
度
の
低
減
」
と
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

日
本
国
内
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
へ
の
展
望

その３

認
定
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
研
究
所　

松
原
弘
直

森林と
自然エネルギー
を再考する

森林と
自然エネルギー
を再考する

図１　日本の電源構成（発電量）の推移（出所：資源エネルギー庁データより作成）
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の
「
主
力
電
源
化
へ
の
取
組
」
を
早
期
に
進
め
る
と
し

て
い
る
。
し
か
し
、
そ
の
計
画
の
内
容
を
見
る
と
、
世

界
で
進
む
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
躍
進
や
パ
リ
協
定
に

よ
り
進
む
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
へ
の
大
き
な
う

ね
り
を
反
映
し
て
お
ら
ず
、
３
・
11
後
に
日
本
国
内
で

も
進
み
始
め
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
へ
の
様
々
な
取
り
組

み
を
後
押
し
し
て
い
る
と
は
思
え
な
い
。
２
０
５
０
年

に
向
け
て
は
脱
炭
素
化
技
術
の
全
て
の
選
択
肢
を
維
持

す
る
と
し
て
い
る
が
、
脱
炭
素
化
で
出
遅
れ
た
産
業
界

の
意
向
を
重
視
す
る
あ
ま
り
日
本
企
業
に
よ
る
今
後
の

技
術
開
発
ば
か
り
を
期
待
し
て
、
す
で
に
実
績
の
あ
る

制
度
や
技
術
で
の
地
球
温
暖
化
対
策
を
せ
ず
に
問
題
を

先
送
り
し
て
い
る
よ
う
に
も
見
え
る
。

そ
の
た
め
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
で
前
提
と
し
て

い
る
温
室
効
果
ガ
ス
の
２
０
３
０
年
の
削
減
目
標
や
省

エ
ネ
の
目
標
は
と
て
も
国
際
的
に
十
分
な
水
準
と
は
言

え
な
い
。
日
本
国
内
で
も
省
エ
ネ
余
地
の
大
き
い
多
く

の
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
消
費
し
て
い
る
産
業
部
門
や
業
務
部

門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
化
や
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
を
根

本
的
に
見
直
す
必
要
が
あ
る
。
そ
れ
に
よ
り
２
０
３
０

年
ま
で
に
は
電
力
だ
け
で
は
な
く
、
熱
利
用
や
交
通
部

門
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
に
つ
い
て
も
根
本
的
な
削
減
を

目
指
す
必
要
が
あ
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
高
度
化
法
の

下
で
は
、
２
０
３
０
年
度
の
国
内
で
の
販
売
電
力
量
の

44
％
を
非
化
石
電
源
（
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
＋
原
子
力
）

と
す
る
こ
と
が
目
標
と
さ
れ
て
い
る
が
、
実
現
不
可
能

な
原
発
比
率
20
％
が
含
ま
れ
て
い
る
問
題
が
あ
る
。
原

発
ゼ
ロ
を
前
提
と
し
た
う
え
で
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を

電
力
需
要
の
50
％
以
上
と
す
る
こ
と
で
、
２
０
３
０
年

に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
と
し
て
、
欧
州
各

国
と
同
じ
水
準
の
40
％
以
上
（
１
９
９
０
年
比
）
を
目

指
す
こ
と
が
で
き
る
は
ず
で
あ
る
。
さ
ら
に
世
界
全
体

で
１
・
５
℃
未
満
を
目
指
す
と
い
う
気
候
変
動
対
策
の

努
力
を
無
視
し
た
、
無
責
任
な
石
炭
火
力
建
設
ラ
ッ

シ
ュ
を
緊
急
に
差
し
止
め
る
必
要
も
あ
る
。
長
期
的
な

温
室
効
果
ガ
ス
の
削
減
目
標
と
し
て
こ
れ
ま
で
定
め
た

２
０
５
０
年
に
80
％
削
減
を
達
成
す
る
に
と
ど
ま
ら

ず
、
長
期
的
に
は
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
ゼ
ロ
、
自
然

エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
目
指
す
目
標
を
国
、
地
方
自

治
体
、
企
業
が
定
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
状
況

日
本
国
内
で
の
２
０
１
８
年
度
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
よ
る
発
電
量
の
割
合
は
２
０
１
０
年
度
と
比
較
す
る

と
約
10
％
か
ら
増
加
し
て
17
・
５
％
と
な
っ
た
（
図
２
、

注
１
）。
最
も
増
加
し
た
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
太
陽
光

発
電
で
６
・
７
％
に
達
し
て
２
０
１
０
年
度
の
１
％
未

満
か
ら
10
倍
以
上
も
増
え
て
い
る
。
一
方
で
太
陽
光
以

外
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
小
水
力
、
風
力
、
地
熱
、
バ

イ
オ
マ
ス
）
は
ほ
と
ん
ど
増
え
て
い
な
い
状
況
で
、
太

陽
光
が
い
ま
や
水
力
（
大
規
模
水
力
を
含
む
）
の
７
・

５
％
に
匹
敵
す
る
発
電
量
に
な
っ
て
い
る
。
世
界
的
に

は
太
陽
光
よ
り
も
普
及
が
進
ん
で
い
る
風
力
発
電
の
割

合
は
、
日
本
で
は
よ
う
や
く
０
・
７
％
で
太
陽
光
発
電

の
約
10
分
の
１
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

２
０
１
２
年
７
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た
Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に

よ
り
事
業
認
定
さ
れ
た
設
備
容
量
は
２
０
１
８
年
度
末

ま
で
に
１
億
㌔
㍗
以
上
に
達
し
て
い
る
が
、
そ
の
内

79
％
の
８
４
０
０
万
㌔
㍗
が
太
陽
光
で
あ
る
。
実
際
に

Ｆ
Ｉ
Ｔ
制
度
に
よ
り
約
４
５
０
０
万
㌔
㍗
が
新
た
に
導

入
さ
れ
運
転
を
開
始
し
て
い
る
（
図
３
）。
風
力
発
電

は
１
０
０
０
万
㌔
㍗
以
上
が
事
業
認
定
さ
れ
て
い
る

が
、
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
手
続
き
や
電
力
系
統
へ
の

接
続
の
問
題
で
34
％
に
あ
た
る
３
６
０
万
㌔
㍗
し
か
運

転
を
開
始
し
て
い
な
い
。
中
小
水
力
に
つ
い
て
は
、
事

業
認
定
が
１
４
０
万
㌔
㍗
程
度
で
、
そ
の
う
ち
57
万
㌔

㍗
が
運
転
を
開
始
し
て
い
る
。
地
熱
発
電
は
事
業
認
定

が
９
万
㌔
㍗
と
少
な
い
状
況
で
、
運
転
開
始
も
ま
だ

３
万
㌔
㍗
程
度
で
あ
る
。
一
方
、
バ
イ
オ
マ
ス
発
電
は

１
０
０
０
万
㌔
㍗
以
上
が
事
業
認
定
さ
れ
て
い
る
が
、

そ
の
７
割
以
上
が
海
外
か
ら
の
木
材
や
農
業
残
さ
（
Ｐ

Ｋ
Ｓ
や
パ
ー
ム
油
）
を
燃
料
と
す
る
設
備
で
あ
る
。
国

内
の
森
林
か
ら
の
バ
イ
オ
マ
ス
（
間
伐
材
な
ど
の
未
利

用
材
）
は
林
業
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
整
備
の
遅
れ

か
ら
調
達
量
や
コ
ス
ト
に
課
題
が
あ
り
、
コ
ス
ト
等
の

図２　日本国内の総発電量に対する自然エネルギーおよび原子力発電の割合
　　　（出所 : 資源エネルギー庁データなどより作成）
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低
さ
か
ら
増
大
が
見
込
ま
れ
る
輸
入
燃
料
の
持
続
可
能

性
が
問
題
と
な
っ
て
い
る
。
日
本
国
内
で
の
未
利
用
材

の
調
達
に
お
い
て
は
、
伐
採
時
お
よ
び
加
工
時
に
証
明 

が
必
要
に
な
っ
て
お
り
（
注
２
）、
そ
の
適
切
な
運
用

が
求
め
ら
れ
て
い
る
が
、
海
外
か
ら
輸
入
さ
れ
る
バ
イ

オ
マ
ス
（
木
質
ペ
レ
ッ
ト
、
Ｐ
Ｋ
Ｓ
、
パ
ー
ム
油
な
ど
）

に
つ
い
て
も
持
続
可
能
性
基
準
に
関
す
る
検
討
が
進
め

ら
れ
て
い
る
。
ま
た
バ
イ
オ
マ
ス
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

す
る
際
に
は
、
発
電
よ
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
効
率
の
高
い
熱

利
用
が
求
め
ら
れ
る
は
ず
だ
が
、
日
本
国
内
で
は
欧
州

の
よ
う
に
熱
供
給
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
進
ん
で
お
ら
ず

電
気
と
合
わ
せ
て
熱
も
供
給
す
る
熱
電
併
給
の
導
入
も

遅
れ
て
い
る
。

持
続
可
能
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
地
域
で
利
用
す
る
際
に
は
、
そ

の
地
域
で
の
社
会
的
な
合
意
形
成
が
欠
か
せ
な
い
。
そ

の
た
め
、
地
域
の
資
源
を
利
用
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

事
業
に
お
い
て
は
、
そ
の
事
業
の
計
画
の
段
階
か
ら

し
っ
か
り
と
合
意
形
成
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
。
Ｆ

Ｉ
Ｔ
制
度
の
下
で
も
２
０
１
７
年
度
か
ら
導
入
さ
れ
た

事
業
認
定
の
制
度
に
よ
り
、
事
業
計
画
策
定
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
に
沿
っ
た
事
業
計
画
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の

際
、
環
境
影
響
評
価
（
環
境
ア
セ
ス
メ
ン
ト
）
な
ど
の

手
続
き
や
、
騒
音
や
景
観
な
ど
法
律
と
し
て
規
制
は
最

低
限
、
確
実
に
行
う
必
要
が
あ
る
が
、
地
域
で
の
合
意

形
成
や
土
地
利
用
の
観
点
か
ら
そ
れ
だ
け
で
は
十
分
で

は
な
い
。
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
に
対
す
る
自
治
体
に

よ
る
条
例
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
で
の
規
制
も
必
要
に

な
っ
て
き
て
い
る
が
、
そ
れ
ら
に
加
え
て
事
業
者
自
ら

が
社
会
的
な
合
意
形
成
に
向
け
た
取
り
組
み
を
積
極
的

に
行
う
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
事
業

開
発
の
初
期
段
階
か
ら
協
議
会
や
自
治
体
や
地
域
と
の

協
議
の
場
を
設
け
、地
域
が
主
体
と
な
る
事
業
形
態（
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
パ
ワ
ー
）
を
推
進
す
る
動
き
も
各
地
で
生

ま
れ
て
い
る
。

そ
の
地
域
の
住
民
や
自
治
体
と
の
社
会
的
な
合
意
形

成
を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る
た
め
に
、
長
期
的
な
視
点
で

そ
の
地
域
の
産
業
・
経
済
の
発
展
や
土
地
利
用
の
あ
り

方
に
つ
い
て
も
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
自

治
体
、
地
域
住
民
お
よ
び
地
域
関
係
者
が
合
意
形
成
を

行
う
「
場
」
の
制
定
や
、
発
電
事
業
の
開
発
に
関
す
る

自
治
体
条
例
や
合
意
形
成
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
な
ど
を
策
定

し
、
地
域
の
住
民
や
企
業
が
主
導
す
る
事
業
（
ご
当
地

エ
ネ
ル
ギ
ー
ま
た
は
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
パ
ワ
ー
）の
推
進
、

地
域
企
業
、
地
域
金
融
機
関
（
信
金
、
地
銀
な
ど
）
お

よ
び
地
域
住
民
が
参
画
す
る
「
場
」
に
お
い
て
、
十
分

に
時
間
を
か
け
て
説
明
・
議
論
を
行
う
こ
と
が
重
要
で

あ
る
。

電
力
シ
ス
テ
ム
の
課
題

３
・
11
以
降
、
日
本
国
内
で
も
電
力
自
由
化
や
発

送
電
分
離
に
向
け
た
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
が
進
み
、

２
０
１
６
年
度
か
ら
電
力
小
売
の
全
面
自
由
化
が
始

ま
っ
た
。
し
か
し
、自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
「
優
先
義
務
」

が
実
現
さ
れ
て
い
な
い
た
め
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対

し
て
根
拠
が
不
透
明
な「
接
続
可
能
量
」や
過
大
な「
工

事
負
担
金
」、
既
存
電
源
や
電
力
会
社
の
計
画
を
優
先

し
た
「
空
き
容
量
ゼ
ロ
回
答
」
な
ど
に
よ
っ
て
実
質
的

に
系
統
へ
の
接
続
が
拒
否
さ
れ
て
い
る
問
題
が
あ
る
。

２
０
１
６
年
度
か
ら
全
国
の
電
力
会
社
エ
リ
ア
毎
に

公
開
さ
れ
て
い
る
電
力
需
給
デ
ー
タ
（
１
時
間
値
）
に

基
づ
き
、
日
本
国
内
で
の
系
統
電
力
需
要
に
対
す
る
自

然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
割
合
が
時
間
毎
・
エ
リ
ア
毎
・
電
源

種
別
毎
に
細
か
く
集
計
・
分
析
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

日
本
全
国
の
２
０
１
８
年
度
の
年
間
の
平
均
値
で
は
電

力
需
要
に
対
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
比
率
は
16
・
４
％

に
ま
で
増
加
し
、
変
動
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
Ｖ
Ｒ

Ｅ
：
太
陽
光
お
よ
び
風
力
発
電
）
の
比
率
も
７
・
４
％

に
達
し
て
い
る
（
図
４
）。
Ｉ
Ｓ
Ｅ
Ｐ
が
公
開
し
て
い

る 
〝Energy Chart

” 

で
は
こ
れ
ら
の
公
表
さ
れ
た

デ
ー
タ
か
ら
様
々
な
グ
ラ
フ
を
イ
ン
タ
ラ
ク
テ
ィ
ブ
に

生
成
し
て
分
か
り
や
す
く
分
析
で
き
る
（
注
３
）。

そ
の
中
で
、
四
国
電
力
エ
リ
ア
の
２
０
１
８
年
５
月

20
日
（
日
）
の
ピ
ー
ク
時
の
1
時
間
値
が
日
本
国
内
で

図３　日本国内の自然エネルギー発電設備の累積導入量（出所：ISEP 作成）
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15

初
め
て
１
０
０
％
を
超
え
た
。
ド
イ
ツ
や
デ
ン
マ
ー
ク

に
比
べ
る
と
日
本
国
内
の
各
エ
リ
ア
で
は
太
陽
光
発
電

の
割
合
が
高
く
、変
動
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー（
Ｖ
Ｒ
Ｅ
）

の
変
動
の
影
響
が
よ
り
強
く
出
る
と
考
え
ら
れ
て
い
た

が
、
日
本
国
内
の
電
力
系
統
シ
ス
テ
ム
に
お
い
て
も
十

分
に
調
整
が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
証
明
さ
れ
て
い
る
。

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
へ
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
目
指
す
動
き
は

２
０
１
５
年
の
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21
で
採
択
さ
れ
た
パ
リ
協
定
に

よ
り
、
世
界
中
の
地
域
や
企
業
へ
と
広
が
り
、
さ
ら
に

大
き
な
う
ね
り
を
見
せ
て
い
る
。
２
０
１
４
年
に
ス

タ
ー
ト
し
た
「
Ｒ
Ｅ
１
０
０
」
は
、
企
業
の
自
然
エ
ネ

ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
推
進
す
る
国
際
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
で
あ
り
、
世
界
の
影
響
力
の
あ
る
大
企
業
が

日
本
国
内
を
含
め
多
数
参
加
し
て
い
る
（
注
４
）。
都

市
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
し
て
は
、
２
０
１
９
年
５
月

に
世
界
の
大
都
市
の
リ
ー
ダ
ー
で
つ
く
る
Ｕ
20
（
Ｕ
ｒ

ｂ
ａ
ｎ 

20
）
が
、「
２
０
３
０
年
ま
で
に
電
力
の
割
合

を
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
、
２
０
５
０
年
ま

で
に
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
実
現
す
る
こ

と
で
、エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
網
の
脱
炭
素
化
を
約
束
す
る
」

と
宣
言
し
、
東
京
都
と
大
阪
市
と
共
に
、
世
界
の
名
だ

た
る
大
都
市
の
リ
ー
ダ
ー
が
署
名
し
て
い
る
。

日
本
国
内
で
は
２
０
０
７
年
か
ら
毎
年
、
千
葉
大
学

倉
阪
研
究
室
と
環
境
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
研
究
所
（
Ｉ
Ｓ

Ｅ
Ｐ
）
の
共
同
で
永
続
地
帯
研
究
会
に
お
い
て
、「
エ

ネ
ル
ギ
ー
永
続
地
帯
」
と
し
て
日
本
国
内
の
地
域
別
の

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
（
電
気
と
熱
）
と
エ
ネ
ル
ギ
ー

需
要
（
家
庭
と
業
務
）
か
ら
地
域
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
自

給
率
を
推
計
し
て
い
る
（
注
５
）。
２
０
１
７
年
度
の

推
計
で
は
、
日
本
全
国
で
地
域
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率

が
１
０
０
％
を
超
え
た
市
町
村
の
数
が
１
０
０
を
超
え

た
。さ

ら
に
世
界
の
様
々
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
関
連
団

体
の
協
働
に
よ
る
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
世

界
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
で
は
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

１
０
０
％
に
関
す
る
イ
ベ
ン
ト
や
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
な

ど
多
く
の
対
話
の
場
が
設
け
ら
れ
、
各
国
の
政
策
立
案

者
へ
の
働
き
か
け
が
行
わ
れ
た
（
注
６
）。
日
本
国
内

で
も
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー

ム
」
が
設
立
さ
れ
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
に
関

す
る
国
内
外
の
取
り
組
み
や
情
報
を
発
信
し
て
い
る

（
注
７
）。
そ
の
た
め
の
イ
ベ
ン
ト
を
全
国
各
地
で
開
催

す
る
と
共
に
、
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
に
賛
同
す
る
団
体
を
広
く
募
集
し
、
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
を
宣
言
す
る
団
体
（
自
治
体
、
中

小
企
業
、
教
育
機
関
な
ど
）
を
募
っ
て
い
る
。
そ
の
中

で
、
千
葉
商
科
大
学
は
、
２
０
１
７
年
11
月
に
自
然
エ

ネ
ル
ギ
ー
１
０
０
％
大
学
を
目
指
す
と
い
う
宣
言
を
行

い
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
に
よ
る
省
エ
ネ
や
太
陽
光
発
電
の
導

入
な
ど
を
進
め
、
２
０
１
９
年
２
月
ま
で
に
は
年
間
電

力
需
要
に
相
当
す
る
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
太
陽
光
）
の

発
電
事
業
を
自
ら
行
う
こ
と
等
に
よ
り
自
然
エ
ネ
ル

ギ
ー
１
０
０
％
を
達
成
し
た
（
注
８
）。

日
本
国
内
で
の
持
続
可
能
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ
の

転
換
は
、
３
・
11
を
契
機
に
そ
の
途
上
に
あ
り
、
様
々

な
課
題
を
克
服
し
つ
つ
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
主
力
電
源

化
を
目
指
し
て
い
る
も
の
の
、
長
期
的
な
目
標
や
ビ

ジ
ョ
ン
は
国
や
地
域
レ
ベ
ル
で
は
い
ま
だ
定
ま
っ
て
い

な
い
。
し
か
し
、
各
地
域
で
の
課
題
解
決
の
た
め
に

は
地
域
の
様
々
な
資
源
を
活
用
し
た
分
散
型
エ
ネ
ル

ギ
ー
シ
ス
テ
ム
へ
の
転
換
は
避
け
て
は
通
れ
な
い
。
い

ま
こ
そ
、
国
レ
ベ
ル
の
長
期
的
な
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

１
０
０
％
に
向
け
た
仕
組
み
づ
く
り
や
、
そ
の
た
め
の

各
種
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
、
各
地
域
の
特
性

に
応
じ
た
地
域
主
体
の
取
り
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。

図４　電力会社エリア別の電力需給における自然エネルギー割合（2018 年度）
　　　（出所：電力会社の需給データより作成）
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